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資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土　　地 136,003

土地減損損失累計額 ▲ 182 135,821

建　　物 153,391

建物減価償却累計額 ▲ 51,134

建物減損損失累計額 ▲ 40 102,215

構築物 9,521

構築物減価償却累計額 ▲ 4,819

構築物減損損失累計額 ▲ 9 4,692

機械装置 3,455

機械装置減価償却累計額 ▲ 2,237 1,218

工具器具備品 108,090

▲ 74,471

工具器具備品減損損失累計額 ▲ 15 33,603

図　　書 25,154

美術品・収蔵品 323

船　　舶 116

船舶減価償却累計額 ▲ 54 61

車両運搬具 182

▲ 141 40

建設仮勘定 7,006

その他 27

▲ 12 14

有形固定資産合計 310,152

２　無形固定資産

特許権 514

商標権 0

鉱業権 58

ソフトウェア 201

電気ガス供給施設利用権 57

水道施設利用権 17

その他 4

無形固定資産合計 855

３　投資その他の資産

投資有価証券 5

長期前払費用 3

その他 106

投資その他の資産合計 114

　　固定資産合計 311,122

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 27,452

未収学生納付金収入 73

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

（　平　成　２３　年　３　月　３１　日　）

単位：百万円

工具器具備品減価償却累計額

車両運搬具減価償却累計額

その他減価償却累計額
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未収附属病院収入 5,658

徴収不能引当金 ▲ 156 5,502

その他未収入金 3,343

貸倒引当金 ▲ 15 3,327

有価証券 4,000

たな卸資産 35

医薬品及び診療材料 337

前渡金 16

前払費用 19

未収収益 3

仮払金 54

その他の流動資産 15

流動資産合計 40,837

資　　産　合計 351,959

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 13,601

資産見返補助金等 5,555

資産見返寄附金 10,413

資産見返物品受贈額 24,045

建設仮勘定見返運営費交付金 415

建設仮勘定見返施設費 1,964

建設仮勘定見返補助金等 5

建設仮勘定見返寄附金 113 56,115

長期前受受託研究費等 25

22,856

長期借入金 20,695

引当金

退職給付引当金 0 0

資産除去債務 832

長期未払金 5,125

固定負債　合計 105,650

Ⅱ　流動負債

運営費交付金債務 6,150

預り施設費 7

預り補助金等 523

寄附金債務 13,832

前受受託研究費等 1,702

前受受託事業費等 34

前受金 12

預り科学研究費補助金等 3,421

預り金 1,397

2,404

一年以内返済予定長期借入金 1,468

未払金 13,567

未払費用 104

未払消費税等 200

引当金

賞与引当金 255 255

流動負債　合計 45,082

負　　債　合計 150,732

国立大学財務・経営センター債務負担金

一年以内返済予定国立大学財

務・経営センター債務負担金
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純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 180,220

資本金合計 180,220

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 54,379

損益外減価償却累計額 ▲ 44,990

損益外減損損失累計額 ▲ 249

損益外利息費用累計額 ▲ 87

資本剰余金合計 9,052

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 9,509

当期未処分利益 2,444

（ うち当期総利益 2,444  ）

利益剰余金合計 11,953

純資産　合計 201,227

負債純資産合計 351,959

－3 －



経常費用

業務費

教育経費 4,152

研究経費 19,148

診療経費

材料費 10,645

委託費 2,072

設備関係費 5,362

研修費 0

経費 1,638 19,720

教育研究支援経費 2,543

受託研究費 10,651

受託事業費 762

役員人件費 138

教員人件費

常勤教員給与 26,714

非常勤教員給与 2,374 29,089

職員人件費

常勤職員給与 19,028

非常勤職員給与 4,873 23,902 110,109

一般管理費 3,067

財務費用

支払利息 1,151

その他 3 1,155

雑損 35

　経常費用合計 114,367

経常収益

運営費交付金収益 40,936

授業料収益 9,412

入学金収益 1,144

検定料収益 250

附属病院収益 30,685

受託研究等収益

受託研究等収益（国・地方公共団体） 2,817

受託研究等収益（国・地方公共団体以外） 9,868 12,686

受託事業等収益

受託事業等収益（国・地方公共団体） 401

受託事業等収益（国・地方公共団体以外） 427 829

補助金等収益 6,462

寄附金収益 3,084

施設費収益 45

財務収益

受取利息 25

有価証券利息 2

その他 0 27

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 2,580

資産見返補助金等戻入 1,031

資産見返寄附金戻入 3,451

資産見返物品受贈額戻入 572 7,636

損　　　益　　　計　　　算　　　書

（平成22年 4月 1日 ～ 平成23年 3月31日）

単位：百万円
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雑益

財産貸付料収入 332

入場料等収入 3

版権及び特許権収入 221

研究関連収入 2,487

その他雑益 277 3,323

経常収益合計 116,525

経常利益 2,157

臨時損失

固定資産除却損 124

災害損失 152

その他臨時損失 84 361

臨時利益

固定資産売却益 13

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 19

資産見返補助金等戻入 14

資産見返寄附金戻入 168

資産見返物品受贈額戻入 26 228

賞与引当金戻入益 8

その他臨時利益 100 351

当期純利益 2,147

前中期目標期間繰越積立金取崩額 297

当期総利益 2,444
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Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 39,451

人件費支出 ▲ 56,879

その他の業務支出 ▲ 2,894

運営費交付金収入 48,444

授業料収入 8,790

入学金収入 1,238

検定料収入 250

附属病院収入 30,740

受託研究等収入 12,403

受託事業等収入 849

補助金等収入 7,890

寄附金収入 4,088

立替金の減少 96

預り金の増加 768

預り科学研究費補助金等の増加 2,097

その他収入 3,514

小計 21,949

国庫納付金の支払額 ▲ 2,560

業務活動によるキャッシュ・フロー 19,388

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 ▲ 4,000

有価証券の償還による収入 4,000

有価証券の売却による収入 1,400

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 ▲ 22,705

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 13

定期預金の預入れによる支出 ▲ 64,460

定期預金の払戻による収入 68,660

施設費による収入 2,788

国立大学財務・経営センターへの納付による支出 －

小計 ▲ 14,303

利息及び配当金の受取額 31

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 14,272

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 212

長期借入金の返済による支出 ▲ 1,238

国立大学財務・経営センター債務負担金の納付による支出 ▲ 2,438

リース債務の返済による支出 ▲ 3,650

ＰＦＩ債務の返済による支出 ▲ 144

小計 ▲ 7,259

利息の支払額 ▲ 1,165

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 8,424

Ⅳ　資金に係る換算差額 －

Ⅴ　資金増加額（又は減少額） ▲ 3,308

Ⅵ　資金期首残高 26,461

Ⅶ　資金期末残高 23,152

キャッシュ・フロー計算書

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

単位：百万円
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,444,604,516

当期総利益 2,444,604,516

Ⅱ　利益処分額

積立金 642,479,282

国立大学法人法第35条において準用する

独立行政法人通則法第44条第3項により

文部科学大臣の承認を受けた額

教育研究等・管理運営改善目的積立金 1,802,125,234 1,802,125,234 2,444,604,516

利益の処分に関する書類

（平成２４年３月９日）
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単位：百万円

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 110,109

一般管理費 3,067

財務費用 1,155

雑損 35

臨時損失 361 114,729

（２）（控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 9,412

入学金収益 ▲ 1,144

検定料収益 ▲ 250

附属病院収益 ▲ 30,685

受託研究等収益 ▲ 12,686

受託事業等収益 ▲ 829

寄附金収益 ▲ 3,084

財務収益 ▲ 27

資産見返負債戻入 ▲ 3,492

雑益 ▲ 835

その他臨時利益 ▲ 288 ▲ 62,736

業務費用合計 51,993

Ⅱ　損益外減価償却等相当額 5,607

Ⅲ　損益外減損損失相当額 62

Ⅳ　損益外利息費用相当額 87

Ⅴ　損益外除売却差額相当額 32

Ⅵ　引当外賞与増加見積額 ▲ 28

Ⅶ　引当外退職給付増加見積額 2,018

Ⅷ　機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された

使用料による賃借取引の機会費用 668

政府出資の機会費用 2,330 2,998

Ⅸ　（控除）国庫納付額 -

Ⅹ　国立大学法人等業務実施コスト 62,771

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

国立大学法人等業務実施コスト計算書

－8－



（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

　　原則として、期間進行基準を採用しております。

　　なお、退職一時金に充当される運営費交付金については費用進行基準を、「特別運営費交付金」、「特殊要因運営

　費交付金」に充当される運営費交付金の一部については文部科学省の指定に従い業務達成基準、あるいは費用進行基

　準を採用しております。

　　また、国立大学法人東北大学業務達成基準取扱細則に基づき、総長が業務達成基準の適用を指定した業務について

　は、業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年数は以下のとおりであ

　　ります。

　　建物 2　～　59 年

　　構築物 2　～　60 年

　　機械装置 2　～　17 年

　　工具器具備品 2　～　20 年

　　　なお、国から承継した固定資産については見積耐用年数で、受託研究等収入によって取得した固定資産について

　　は研究期間で減価償却をしております。

　　　また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国立大

　　学法人会計基準第８９）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して

　　表示しております。

（２）無形固定資産

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいております。

３．賞与引当金の計上基準

　　運営費交付金により財源措置がなされない教職員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年

　度の負担額を計上しております。

　　なお、運営費交付金により財源措置がなされる教職員の賞与については、引当金を計上しておりません。

　　また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額

　から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

　　運営費交付金による財源措置がなされない教職員についての退職給付に備えるため、当事業年度末の自己都合要支

　給額により引当金を計上しております。

　　なお、運営費交付金により財源措置がなされる教職員の退職一時金については、引当金を計上しておりません。

　　また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人会計基準第８６

　第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

　　将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

　権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

６．有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的債券は、償却原価法（定額法）を採用しております。

　　その他有価証券は、期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　評価基準 低価法

　　評価方法 移動平均法

　　ただし、医薬品、診療材料の評価方法は、最終仕入原価法を採用しております。

　　また、金額的重要性のない貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しております。

８．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　　　近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　　　新発10年国債の期末日における利回り（1.255％）により計算しております。

10．リース取引の会計処理

　　リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

　処理によっております。

注　　　　記注　　　　記注　　　　記注　　　　記
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11．消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

12．財務諸表（附属明細書を除く）の表示単位

　　財務諸表は、百万円未満切捨てにより作成しております。

13．附属明細書の表示単位

　　附属明細書は、千円未満切捨てにより作成しております。

（重要な会計方針の変更）（重要な会計方針の変更）（重要な会計方針の変更）（重要な会計方針の変更）

　国立大学法人会計基準

　　当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（「『国立大学法人会計基準』及

　び『国立大学法人会計基準注解』の改訂について」（国立大学法人会計基準等検討会議　平成23年 1月14日））並び

　に「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計

　士協会　平成23年 2月15日最終改訂）を適用しております。

　資産除去債務

　　当事業年度より、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（「『国立大学法人会計基準』及

　び『国立大学法人会計基準注解』の改訂について」（国立大学法人会計基準等検討会議　平成23年 1月14日））並び

　に「『国立大学法人会計基準』及び『国立大学法人会計基準注解』に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計

　士協会　平成23年 2月15日最終改訂）に基づき、資産除去債務に係る会計処理を適用した結果、資本剰余金は373百

　万円、経常利益は2百万円、当期純利益及び当期総利益は15百万円それぞれ減少しております。

　

（東日本大震災関連）（東日本大震災関連）（東日本大震災関連）（東日本大震災関連）

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災による主な影響は以下のとおりであります。

１．運営費交付金債務の繰越

　　東日本大震災により、研究活動等の重要な業務を実施できなかったため、期間進行基準を採用している運営費交付

　金債務のうち、当該業務中断期間に係る運営費交付金相当額を翌事業年度に繰り越しております。この結果、経常利

　益が2,122百万円減少し、当期純利益及び当期総利益が同額減少しております。

２．固定資産の減損

　　宮城県宮城郡七ヶ浜町の七ヶ浜ヨット艇庫・合宿所等、宮城県牡鹿郡女川町の海水揚水設備用ポンプ室等、宮城県

　名取市のボート艇庫門及び宮城県仙台市青葉区のアンプル払出機については、被災により今後の使用が見込まれない

　ため、減損を認識しております。

　　また、宮城県牡鹿郡女川町の農学部附属水産実験所用地等については、被災により現在、使用不可能な状態にある

　ため、減損の兆候が認められております。

　　なお、これら固定資産の減損に関する詳細は、「Ⅴ．固定資産の減損」に記載しております。

３．災害損失

　　損益計算書の臨時損失に計上されている災害損失は、全て東日本大震災によるものであり、その内訳は以下のとお

　おりであります。

固定資産除却損 109 百万円

被災地への医薬品等の支援物資の供給費用 18 百万円

建物等資産の原状回復に要した修繕費 6 百万円

その他、災害に起因して発生した損失 18 百万円

　　なお、翌事業年度以降に支出が見込まれる被災固定資産の修繕費等については、翌事業年度以降の運営費交付金又

　は施設整備費補助金により、財源措置される予定であることから、当事業年度において引当金を計上しておりません。

（追加情報）（追加情報）（追加情報）（追加情報）

　　当事業年度より、国立大学法人東北大学業務達成基準取扱細則に基づき、総長の指定による業務達成基準適用業務

　が生じたことにより、業務未実施分の運営費交付金相当額を翌事業年度に繰り越しております。この結果、経常利益

　が2,628百万円減少し、当期純利益及び当期総利益が同額減少しております。

（注記事項）（注記事項）（注記事項）（注記事項）

Ⅰ．貸借対照表

１．国立大学財務・経営センターからの長期借入金22,163百万円の担保に供している資産は以下のとおりであります。

　　土地　8,034百万円、建物　22,384百万円

２．当該事業年度末における債務保証の総額は25,260百万円であります。

３．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は、2,426百万円です。

４．運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、32,740百万円です。
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５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは以下のとおりであります。

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当該借

　　入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　附属病院に関する借入金の元金償還額の累計

　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計

　　　利益剰余金に与える影響額（差引き）

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が二

　　重になっていることによるもの

　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に分類される

　　　ものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国からの出資ではな

　　く譲与としたことによるもの

（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、国からの出資で

　　なく譲与としたことによるもの

Ⅱ．損益計算書

　　当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するものは以下のとおりであります。

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産の額が、当該借

　　入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

　　　附属病院に関する借入金の元金償還額

　　　当該借入金により取得した資産の減価償却費

　　　当期総利益に与える影響額（差引き）

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品受贈額戻入が二重

　　になっていることによるもの

　　　法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経費に分類されるも

　　のに関する資産見返物品受贈額戻入額

Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　現金及び預金

　　　　うち、定期預金（控除） ▲

　　　資金期末残高

２．重要な非資金取引

（１）現物寄附による資産の取得

（２）ファイナンス・リースによる資産の取得

（３）重要な資産除去債務の計上

Ⅳ．国立大学法人業務実施コスト計算書

　　引当外退職給付増加見積額のうち 1百万円は、国または地方公共団体からの出向職員に係るものであります。

Ⅴ．固定資産の減損

１．減損を認識した資産

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

(単位：百万円)

帳簿価額

1

36

1

0

1

4

2

0

0

15

0

（２）減損の認識に至った経緯

　　　開発地理学研究所用地及び反応科学研究棟４号館については、使用実績が低下しており、今後の使用が見込まれ

　　ないため、減損を認識しております。

　　　電話加入権については、休止７回線の将来の使用見込みが客観的に存在しないため、減損を認識しております。

　　　その他の固定資産については、東日本大震災により被災し、今後の使用が見込まれないため、減損を認識してお

　　ります。

832百万円

2,456百万円

928百万円

624百万円

19百万円

644百万円

27,452百万円

4,300百万円

23,152百万円

1,535百万円

913百万円

507百万円

7,808百万円

3,677百万円

3,052百万円

25,132百万円

20,279百万円

4,852百万円

種　類 場　　　　所

土　　　地 福島県耶麻郡猪苗代町

建　　　物 宮城県仙台市青葉区

建　　　物 宮城県宮城郡七ヶ浜町

宮城県名取市

建　　　物 宮城県宮城郡七ヶ浜町

建　　　物 宮城県牡鹿郡女川町

宮城県牡鹿郡女川町

構　築　物

電力線路(農学部附属水産実験所口座)

門(ボート艇庫口座)

構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町貯槽(農学部附属水産実験所口座)

ヨット置場

海水揚水設備用ポンプ室

浄化装置(農学部附属水産実験所口座)

工具器具備品 宮城県仙台市青葉区

電話加入権 宮城県仙台市青葉区

アンプル払出機

電話加入権

構　築　物

用　　　　途

開発地理学研究所用地

反応化学研究棟４号館

七ヶ浜ヨット艇庫・合宿所
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（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産毎の内訳

(単位：百万円)

（４）回収可能サービス価額の算定方法の概要

　　　土地

　　　　　　回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しております。正味売却価額は、国からの承継時（平

　　　　　成16年度）における鑑定評価額に、地価公示価格の下落率を乗じた額としております。

　　　建物、構築物

　　　　　　解体、撤去処分が予定されていることから、回収可能サービス価額は、使用価値相当額（0円)により算定

　　　　　しております。

　　　工具器具備品

　　　　　　廃棄処分が予定されていることから、回収可能サービス価額は、使用価値相当額（0円)により算定してお

　　　　　ります。

　　　電話加入権

　　　　　　回収可能サービス価額は、正味売却価額により算定しております。正味売却価額は、平成22年度財産評価

　　　　　基準書における公示価格としております。

２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

(単位：百万円)

帳簿価額

48

23

131

28

0

3

0

0

23

214

25

98

17

358

188

129

72

38

3

37

22

0

83

0

0

6

0

1

0

351

4,456

58

22

4

（２）認められた減損の兆候の概要

　　　鳴子宿舎については、入居率が低下しております。

　　　電話加入権については、市場価格が低下しております。

　　　その他の固定資産については、東日本大震災により被災し、使用不可能な状態であります。

ピロティ

中央共通講義棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

女川小乗浜宿舎用地

川北合同研究棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

建　　　物 －

電力線路(農学部附属水産実験所口座)

門(ボート艇庫口座)

アンプル払出機

電話加入権

浄化装置(農学部附属水産実験所口座)

貯槽(農学部附属水産実験所口座)

構　築　物

構　築　物

構　築　物

構　築　物

土　　　地 宮城県牡鹿郡女川町

－ 2

ヨット置場

海水揚水設備用ポンプ室

建　　　物

建　　　物

種　類 損失処理額

七ヶ浜ヨット艇庫・合宿所 建　　　物

土　　　地 －

用　　　　途 損益外処理額

0

36

開発地理学研究所用地

反応化学研究棟４号館

工具器具備品

電話加入権

－ 1

－ 0

－ 1

－ 4

－ 0

－ 0

－ 15

－ 0

用　　　　途 種　類 場　　　　所

農学部附属水産実験所用地 土　　　地 宮城県牡鹿郡女川町

建　　　物 宮城県仙台市青葉区

衛星データ受信解析室 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

電子情報ｼｽﾃﾑ･応物系北講義棟渡り廊下 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

電子情報ｼｽﾃﾑ･応物系南講義棟渡り廊下 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

化学･バイオ系実験棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

電子情報ｼｽﾃﾑ･応物系1号館 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

電子情報ｼｽﾃﾑ･応物系北講義棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

ﾏﾃﾘｱﾙ･開発系実験研究棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

ﾏﾃﾘｱﾙ･開発系講義棟Ｂ棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

人間･環境系実験研究棟Ａ棟 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

青葉記念会館 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

附属図書館医学分館 建　　　物 宮城県仙台市青葉区

研究実験棟 建　　　物 宮城県牡鹿郡女川町

寄宿舎棟 建　　　物 宮城県牡鹿郡女川町

機械室 建　　　物 宮城県牡鹿郡女川町

名取ﾎﾞｰﾄ艇庫･合宿所 建　　　物 宮城県名取市

鳴子宿舎 建　　　物 宮城県大崎市

女川小乗浜宿舎 建　　　物 宮城県牡鹿郡女川町

長町宿舎 建　　　物 宮城県仙台市太白区

門(農学部附属水産実験所口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

下水(農学部附属水産実験所口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

貯槽(農学部附属水産実験所口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

雑工作物(農学部附属水産実験所口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

屋外排水設備(農学部附属水産実験所口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

浄化装置(女川小乗浜宿舎口座) 構　築　物 宮城県牡鹿郡女川町

教育研究用機械装置　6件 機 械 装 置 宮城県仙台市青葉区

教育研究用工具器具備品　45件 工具器具備品 宮城県仙台市青葉区

電話加入権 電話加入権 宮城県仙台市青葉区

診療用工具器具備品　3件 工具器具備品 宮城県仙台市青葉区

教育研究用美術品　19件 美術品・収蔵品 宮城県仙台市青葉区
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（３）減損会計基準「第４　減損の認識」２に掲げる要件を満たしている根拠又は固定資産の市場価格の回復の見込み

　　があると認められる根拠

　　　鳴子宿舎については、入居率が低下しておりますが、保守管理が恒常的に行われており、かつ、今後の使用が予

　　定されていることから減損を認識しておりません。

　　　電話加入権については、市場価格の回復の見込みがあるとは認められませんが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定

　　価格）が帳簿価額を上回ることから減損を認識しておりません。

　　　その他の固定資産については、東日本大震災により被災し、一時的な遊休状態となっておりますが、原状回復を

　　を行い、使用することが予定されていることから減損を認識しておりません。

Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達については国立大学財

　務・経営センターからの借入れに限定しております。

　　資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規定に基づき、国債及び譲渡性

　預金のみを保有しており株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、国立大学法人東北大学債権管

　理事務取扱細則に沿ってリスク管理を行っております。国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の

　使途は附属病院の整備資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：百万円)

(*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。

(注) 金融商品の時価の算定方法

　 (1)投資有価証券及び有価証券

　　　  満期保有目的の債券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。また、その他

　　　有価証券は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (2)現金及び預金、並びに(3)未収附属病院収入

　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　　　　なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収見込額等により、時価を

　　　算定しております。

　 (4)国立大学財務・経営センター債務負担金、(5)長期借入金

　　　　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引く方

　　　法により算定しております。

　 (6)未払金

　　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (7)リース債務、並びに(8)ＰＦＩ債務

　　　　これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引又はＰＦＩによる事業契約を行った場

　　　合に想定される利率で割り引く方法により算定しております。

Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記

　　当法人は宮城県その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が

　乏しいため、注記を省略しております。

Ⅷ．資産除去債務に関する注記

１．資産除去債務の概要

　　石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、放射性同位元素等による放射線障害の防止に

　関する法律等の規定に基づく放射線同位元素等を使用している建物の放射線の除去義務及び土地の賃貸借契約に

　伴う原状回復義務であります。

２．資産除去債務の金額の算定方法

　　使用見込期間を残存耐用年数から９年～４８年と見積もり、割引率は１．２２％～２．１５％を使用して資産

　除去債務の金額を計算しております。

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高

国立大学法人会計基準改訂による期首調整額

時の経過による調整額

期末残高 832百万円

 (8) ＰＦＩ債務 (1,154) (1,190) (36)

－百万円

817百万円

14百万円

 (7) リース債務 (7,178) (7,509) (330)

 (6) 未払金 (10,359) (10,359) －

 (4) 国立大学財務・経営センター債務負担金 (25,260) (25,849) (589)

 (5) 長期借入金 (22,163) (22,367) (203)

5,505 5,505 －

 (4) 未収徴収不能引当金 (*2) ▲ 153 ▲ 153 －

 (3) 未収附属病院収入 5,658 5,658 －

 (2) 現金及び預金 27,452 27,452 －

 (1) 　②その他有価証券 4,000 4,000 －

 (1) 　①満期保有目的の債券 5 5 0

貸借対照表計上額(*1) 時　　価 (*1) 差　　額 (*1)

 (1) 投資有価証券及び有価証券 4,005 4,005 0
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（重要な債務負担行為）（重要な債務負担行為）（重要な債務負担行為）（重要な債務負担行為）

１．ＰＦＩ事業 (単位：百万円)

２．重要な工事請負契約 (単位：百万円)

３．重要な物品供給契約 (単位：百万円)

スピントロニクスデバイス用非磁性金属・絶縁膜エッチング装置

47 47

次世代融合研究システム

4,636 4,636

表面有機修飾超臨界ナノ粒子製造装置

80 80

青葉山東キャンパスセンタースクエアリニア棟映像・音響設備

36 36

勤務時間管理システム

49 49

件　　　名 契約金額 翌期以降支払金額

中性子非弾性散乱装置

140 140

東北大学（青葉山１）マテリアル・開発系材料共同研究棟新営その他工

事
239 115

東北大学（青葉山３）基幹・環境整備（道路・排水・共同溝等）工事

1,902 803

東北大学（青葉山１）東キャンパスセンタースクエア新営その他工事

1,160 115

（片平）外国人研究員等宿泊施設新営その他機械設備工事

357 214

（星陵）西病棟外空調設備改修工事

66 66

（片平）外国人研究員等宿泊施設新営その他工事

774 465

（片平）外国人研究員等宿泊施設新営その他電気設備工事

120 72

(星陵)総合研究棟(歯学系）改修電気設備工事

147 147

(星陵)総合研究棟(歯学系)改修機械設備工事

463 304

(青葉山１)人間・環境系土木実験棟新営その他電気設備工事

80 54

(星陵)総合研究棟(歯学系）改修工事

569 390

（星陵）加齢医学研究所スマート・エイジング国際共同研究センター新

営機械設備工事
212 146

（青葉山１）人間・環境系土木実験棟新営その他工事

396 271

（星陵）加齢医学研究所スマート・エイジング国際共同研究センター新

営工事
436 210

（星陵）加齢医学研究所スマート・エイジング国際共同研究センター新

営電気設備工事
99 67

（片平）インテグレーション教育研究棟新営その他電気設備工事

335 231

（片平）インテグレーション教育研究棟新営その他機械設備工事

515 356

（病院）外来診療棟等改修ｴﾚﾍﾞｰﾀ設備工事

91 68

（片平）インテグレーション教育研究棟新営その他工事

1,940 1,041

（病院）外来診療棟等改修中央監視設備工事

488 406

（病院）外来診療棟等改修カルテ搬送設備工事

149 120

（病院）外来診療棟等改修機械設備（衛生）工事

545 418

（病院）外来診療棟等改修機械設備（空調）工事

953 719

（病院）外来診療棟等改修工事

1,085 871

（病院）外来診療棟等改修電気設備工事

819 631

東北大学（三条）学生寄宿舎整備事業

2,551 1,695

件　　　名 契約金額 翌期以降支払金額

件　　　名 契約金額 翌期以降支払金額
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歯学部臨床研究棟会議室、実験室等家具

31 31

グロー放電発光表面分析装置

36 36

実験台他

39 39

高性能スピントロニクスデバイス材料プラズマ処理システム

98 98

ドラフトチャンバー

95 95

東北大学ポータルシステム改修

57 57

脳神経生理検査管理システム

53 53

スピントロニクスデバイス用磁性材料エッチング装置

54 54

ナノ界面分光計測システム

139 139

スピントロニクスデバイス用絶縁層堆積装置

48 48
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